
議第14号 令和6年度京都市自動車運送事業

特別会計予算

予 算 に 関 す る 説 明 書
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令和6年度京都市自動車運送事業特別会計予算実施計画

収益的収入及び支出

収　　    入

款 項 目 予  定  額 備          考

千円

1
自動車運送事
業収益

23,799,000

1 営 業 収 益 22,595,264

1 運 送 収 益 21,575,803
旅客運賃収入及び他会計負
担による旅客収入

2 運 送 雑 収 益 1,019,461 広告料等の収入

2 営 業 外 収 益 1,203,736

1 他会計負担金 96,318 一般会計等負担金

2 他会計補助金 622,185 一般会計補助金

3 府 補 助 金 8,378 運輸事業振興助成補助金

4
長期前受金戻
入

170,526
償却資産の取得に充てた補
助金等の戻入額

5 雑 収 益 306,329
ふるさと納税寄付金等の収
入
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支　      出

款 項 目 予  定  額 備          考

千円

1
自動車運送事
業費用

24,145,000

1 営 業 費 用 23,303,214

1 構築物保存費 194,606

2 車 両 保 存 費 2,051,758

3 運 転 費 11,220,836

4 運 輸 管 理 費 7,574,770

5 一 般 管 理 費 739,865

6 減 価 償 却 費 1,521,379 固定資産減価償却費

2 営 業 外 費 用 741,786

1
支払利息及び
企業債取扱諸
費

41,199
企業債利息及び企業債取扱
諸費等

2 雑 支 出 23,587

3
消費税及び地
方消費税

677,000

3 予 備 費 100,000

1 予 備 費 100,000
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資本的収入及び支出

収　　    入

款 項 目 予  定  額 備          考

千円

1 資 本 的 収 入 2,371,000

1 企 業 債 2,312,000

1 建 設 企 業 債 2,312,000
建設改良費に充当するため
の企業債収入

2
固定資産売却
代金

47,520

1
固定資産売却
代金

47,520 バス車両売却代金

3 補 助 金 10,815

1 他会計補助金 10,815
建設改良費に対する一般会
計補助金

4
その他資本収
入

665

1
その他資本収
入

665
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支　      出

款 項 目 予  定  額 備          考

千円

1 資 本 的 支 出 3,841,000

1 建 設 改 良 費 2,324,769

1 建 物 費 39,516

2 車 両 費 261,000

3 機 械 装 置 費 639,474

4
工具器具備品
費

1,369,929

5 諸 権 利 費 14,850

2 企業債償還金 1,466,231

1
建設企業債償
還金

1,466,231 建設企業債の元金償還金

3 予 備 費 50,000

1 予 備 費 50,000



自動車運送　5 

単位　   千円

１　業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益（△純損失）

減価償却費 1,521,379

固定資産除却費 266,527

引当金の増減額（△は減少） 351,486

長期前受金戻入 △ 170,526

支払利息及び企業債取扱諸費 41,107

未収金の増減額（△は増加） 20,758

貯蔵品の増減額（△は増加） △ 15,623

未払金の増減額（△は減少） 316,654

小計 1,778,799

利息及び企業債取扱諸費の支払額 △ 41,107

業務活動によるキャッシュ・フロー 1,737,692

２　投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出

無形固定資産の取得による支出

有形固定資産の売却による収入 43,200

他会計補助金による収入 10,815

その他資本収入 605

投資活動によるキャッシュ・フロー

３　財務活動によるキャッシュ・フロー

建設改良費の財源に充てるための企業債による収入 2,312,000

建設改良費の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 1,466,231

財務活動によるキャッシュ・フロー 845,769

△ 2,108,806

令和6年度京都市自動車運送事業予定キャッシュ・フロー計算書

（令和6年4月1日から令和7年3月31日まで）

△ 552,963

△ 2,149,926

△ 13,500
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資金増加額（又は減少額） 474,655

資金期首残高 1,749,505

資金期末残高 2,224,160



自動車運送　7 

給　与　費　明　細　書

　　　１　総　　括

職　 員　 数 給　　　　与　　　　費 法　　定

特別職 一般職 手    当 計 福 利 費

人 人 千円 千円 千円 千円

注　期末手当については、賞与引当金繰入額を含む。

　　一般職職員1人当たり給与費の状況

千円

注　会計年度任用職員及び臨時的任用職員を除く。

区　　　　分 合　　　計
給    料

本　年　度

千円

1 1,194 3,837,592 4,075,141 7,912,733 1,615,281 9,528,014

663,499

前　年　度 1 1,138 3,627,273 3,621,961 7,249,234 1,545,474 8,794,708

前　年　度            5,948

69,807 733,306

注　法定福利費については、法定福利費引当金繰入額を含む。

区　　　分 1 人 当 た り 給 与 費

本　年　度            5,964

比　　　較 0 56 210,319 453,180

区　　分 扶 養 手 当 地 域 手 当
超 過 勤 務
手 当

特 殊 勤 務
手 当

期 末 手 当 通 勤 手 当

千円 千円 千円 千円 千円 千円

本　年　度 196,505 406,144 762,013 68,543 1,669,215 128,923

前　年　度 191,784 384,651 723,858 43,461 1,518,336 118,392

比　　　較 4,721 21,493 38,155 25,082 150,879 10,531

区　　分 住 居 手 当
退職給付引
当金繰入額

管　理　職
手　  　当

管理職員特
別勤務手当

夜 間 勤 務
手 当

千円 千円 千円 千円 千円

本　年　度 89,530 676,264 25,040 1,090 51,874

前　年　度 80,457 487,358 25,060 778 47,826

比　　　較 9,073 188,906 △20 312 4,048

手

当

の

内

訳

手

当

の

内

訳
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　　　２　給料及び手当の増減額の明細

区 分 増△減額 増 減 事 由 別 内 訳 備　　　　　　　　　　考

千円 千円

給 料 210,375  1 給与改定に伴う増△減分 56,615  給与改定の状況
　 月例給の引上げ　平均0.95％
　　　 （令和5年4月から適用）
　 期末手当の引上げ　0.10月
　　　 （令和5年12月から適用）

 2 昇給に伴う増△減分 7,962 1.5％

　　　（昇給期） 　 （職員数）

1月 929 人

 3 その他の増△減分 145,798  職員数の異動状況

現に在職す
る職員数

(その他)   (計)

 本年度 1,068人 126人 1,194人

 前年度 1,082人 56人 1,138人

 増△減 △14人 70人 56人

手 当 453,339  1 給与改定に伴う増△減分 167,070

 2 その他の増△減分 286,269

注　特別職を除く。

 平均昇給率

(           )
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　　　３　給料及び手当の状況

　　　　(1) 平均給料月額、平均給与月額及び平均年齢

事務・技術 運 転 士 運 転 士
 企業職給料表第1
 企業職給料表第2

企業職給料表第1 企業職給料表第5

円 円 円

平均給料月額 327,802 367,997 236,311

円 円 円

平均給与月額 458,723 551,631 384,360

歳 歳 歳

平 均 年 齢 45 56 44

円 円 円

平均給料月額 317,687 355,647 225,124

円 円 円

平均給与月額 448,690 533,877 357,320

歳 歳 歳

平 均 年 齢 45 56 43

　注　各給料表適用の職種は、次のとおりである。

　　(1)  企業職給料表第1　他の給料表の適用を受けないすべての職員

　　(2)  企業職給料表第2　土木、建築、電気及び機械の技術業務に従事する職員

  　(3)　企業職給料表第5　市バス運転業務及び高速鉄道の駅職員業務等に従事する職員

　　                    のうち、平成12年3月1日以後に採用された職員

区　　　　　　　分

令 和 6 年
1月 1日現在

令 和 5 年
1月 1日現在
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　　　　(2) 初任給

　　　　(3) 級別職員数

企業職給料表第1

級 職員数 構成比 級 職員数 構成比 級 職員数 構成比
人 ％ 人 ％ 人 ％

7級 0 0.0 7級 ― ― 3級 84 11.1

令 和 6 年 6〃 4 1.5 6〃 ― ― 2〃 361 47.4

1 月 1 日 現 在 5〃 16 5.8 5〃 3 9.4 1〃 316 41.5

4〃 44 16.0 4〃 9 28.1

3〃 125 45.5 3〃 11 34.4

2〃 57 20.7 2〃 9 28.1

1〃 29 10.5 1〃 ― ―

計 275 100.0 計 32 100.0 計 761 100.0

8級 1 0.4 8級 ― ― 3級 58 7.5

7〃 5 1.8 7〃 ― ― 2〃 372 48.2

令 和 5 年 6〃 16 5.7 6〃 3 9.4 1〃 342 44.3

1 月 1 日 現 在 5〃 5 1.8 5〃 1 3.1

4〃 40 14.4 4〃 7 21.9

3〃 125 45.0 3〃 12 37.5

2〃 54 19.4 2〃 9 28.1

1〃 32 11.5 1〃 ― ―

計 278 100.0 計 32 100.0 計 772 100.0

※　両事業に関連する職員については、関連分担率により按分し、配分している。

区　　　　分
企業職給料表第2 企業職給料表第5

事　　務 技　　術 運転士 一般会計の制度

企業職給

料表第1

企業職給

料表第2

企業職給

料表第5
事　　務

行政職
技　　術

円 円 円 円 円

令 和 6 年
中級18歳 162,100 166,700 ― 162,100 166,700

1月 1日 現在
上級22歳 198,000 203,300 172,300 198,000 203,300

区　　　　分
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　　　(級別の基準となる職務)

次 長
部 長
担 当 部 長

課 長
担 当 課 長

係 長
担 当 係 長

3 級 2 級 1 級

主 事 係 員 係 員

　　　(4)特殊勤務手当

     (5)期末手当

注　前年度の（　）内は、令和5年度給与改定前の支給率等である。

企業職給料表第1

区          分 7 級 6 級 5 級 4 級

区　　　　　　　　分 全 職 種 事務・技術 運転士

％ ％ ％

給 料 総 額 に 対 す る 比 率 1.2 0.4 1.6

％ ％ ％

81.7 36.8 96.0

円 円 円

6,228 4,512 6,437

支 給 対 象 職 員 の 比 率
( 令 和 6 年 1 月 1 日 現 在 )

支 給 対 象 職 員 1 人 当 た り
平 均 支 給 月 額 ・ ・ ・ ・ ・

代 表 的 な 手 当 の 名 称  中休仕業勤務手当、隔日勤務手当

6　月 12　月
月分 月分 月分

2.25 2.25 4.50 有

前 年 度 2.20(2.20) 2.30(2.20) 4.50(4.40) 有(有)

一 般 会 計 の 制 度 2.25 2.25 4.50 有 勤勉手当を含む｡

区 分
支 給 期 別 支 給 率

支給率計

職制上の段

階、職務の

級等による

加算措置・

備　　　考

本 年 度
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　　　(6) 定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

　　　(7) その他の手当

　注　「３　給料及び手当の状況」については、特別職、再任用職員、会計年度任用職員
　　及び臨時的任用職員を除く。

　

区　　　分
25年勤続
の者

30年勤続
の者

35年勤続
の者

最 高 限 度 備 考

月分 月分 月分

33.584875 41.117875 47.709

一般会計の
制度
(支給率等)

33.584875 41.117875 47.709 35年勤続の率
定年前早期退職特例措置
（20％以内の加算）

そ の 他 の
加 算 措 置

支給率等 35年勤続の率
定年前早期退職特例措置
（20％以内の加算）

区　　　　　分 一般会計の制度との異同 差　異　の　内　容

扶　養　手　当 一般会計と同じ 　　　　　―

地　域　手　当 同　　上 　　　　　―

通　勤　手　当 同　　上 　　　　　―

住　居　手　当 一般会計と異なる 　単身赴任に係る支給制度はなし
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債務負担行為に関する調書

期　　間 金　　額 期　　間 金　　額
自動車運送
事業収益・

企業債等

3,322,000 0 3,322,000

358,000 0 358,000
自動車運
送事業建
設改良費

3,322,000 － －

令和7年度
から
令和9年度
まで

530,000 － － 令和6年度

021,000 令和5年度 2,191

令和6年度
から
令和13年度
まで

18,000 18,000

左の財源内訳

15,000 15,000 0

23,000
令和4年度
及び
令和5年度

4,699

令和6年度
から
令和12年度
まで

17,000 17,000 0

24,000
令和3年度
から
令和5年度

7,366

令和6年度
から
令和11年度
まで

23,000

事　項 限度額

前年度末までの支払義
務発生（見込）額・・

当該年度以降の支払義
務発生予定額・・・・

バス車両
リース経
費○○○

24,000 － －

令和7年度
から
令和15年度
まで

24,000

23,000 0

2,107,000 令和5年度 688,000 令和6年度 1,325,000 0 1,325,000

23,000 － －

令和6年度
から
令和14年度
まで

24,000 0

千円 千円 千円千円 千円
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単位　   千円

１

(1)

ア 12,906,617

イ 11,040,462

△7,457,691 3,582,771

ウ 1,234,950

△1,017,674 217,276

エ 17,845,908

△15,629,343 2,216,565

オ 5,778,027

△4,207,028 1,570,999

カ 5,481,786

△3,170,913 2,310,873

22,805,101

(2)

ア 11,232

イ
75,504

86,736

(3) 

ア 4,305

イ 140,740

145,045建設仮勘定合計

無形固定資産合計

建 設 仮 勘 定

建 物

機 械 装 置

有形固定資産合計

無形固定資産

電 話 加 入 権

電気通信施設利
用権●●●●●

機 械 装 置

減価償却累計額

工 具 器 具 備 品

減価償却累計額

建 物

減価償却累計額

そ の 他 構 築 物

減価償却累計額

車 両

減価償却累計額

令和6年度京都市自動車運送事業予定貸借対照表

（令和7年3月31日）

資　   産  　 の  　 部

 固  定  資  産

有形固定資産

土 地
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(4) 

ア 10,000

イ 1,190,000

ウ 1,000

1,201,000

24,237,882

２

(1) 2,224,160

(2) 2,446,500

(3) 80,730

4,751,390

28,989,272

３

(1)

ア
7,084,504

7,084,504

(2)

ア 4,238,710

4,238,710

11,323,214

４

(1)

ア
2,123,627

2,123,627

(2) 2,211,615

(3) 150,000

債

企 業 債 合 計

未 払 金

預 り 金

固定負債合計

 流  動  負  債

企 業 債

建設改良等企業

退職給付引当金

引 当 金 合 計

企 業 債

建設改良等企業
債

企 業 債 合 計

引 当 金

貯 蔵 品

流動資産合計

資 産 合 計

負     債     の     部

 固  定  負  債

投資その他の資
産合計

固定資産合計

 流  動  資  産

現 金 預 金

未 収 金

投資その他の資
産

投 資 有 価 証 券

他 会 計 出 資 金

そ の 他 出 資 金



 16　自動車運送　 

(4)

ア 554,162

イ
115,178

669,340

5,154,582

５ 繰  延  収  益

(1)

ア 4,964,928

△3,760,098 1,204,830

イ 1,150,249

△942,834 207,415

ウ 986,264

△866,041 120,223

エ 290,489

△243,013 47,476

オ 55

△52 3

カ 30

△28 2

キ 46,098

△18,181 27,917

ク 49,223

△29,042 20,181

ケ
73,224

△66,342 6,882

1,634,929

1,634,929

18,112,725

長期前受金合計

繰延収益合計

負 債 合 計

その他資本剰余
金

収 益 化 累 計 額

長岡京市補助金

収 益 化 累 計 額

工 事 負 担 金

収 益 化 累 計 額

寄 附 金

収 益 化 累 計 額

国 庫 補 助 金

収 益 化 累 計 額

府 補 助 金

収 益 化 累 計 額

向 日 市 補 助 金

収 益 化 累 計 額

流動負債合計

長 期 前 受 金

受贈財産評価額

収 益 化 累 計 額

他 会 計 補 助 金

収 益 化 累 計 額

引 当 金 合 計

引 当 金

賞 与 引 当 金

法定福利費引当
金
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６

(1) 11,075,549

11,075,549

７

(1)

ア 550,187

イ
203,390

753,577

(2)

ア 1,209,978

イ
2,162,557

952,579

△199,002

10,876,547

28,989,272

欠 損 金 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

負債資本合計

受贈財産評価額

その他資本剰余
金・・・・・・

資本剰余金合計

欠 損 金

建設改良積立金

当年度未処理欠
損金・・・・・

資     本     の     部

 資  本  金

資 本 金

資 本 金 合 計

 剰  余  金

資 本 剰 余 金
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令和5年度京都市自動車運送事業予定損益計算書

（令和5年4月1日から令和6年3月31日まで）

単位 千円

 １　営  業  収  益

  (1) 運 送 収 益 19,826,300

  (2) 運 送 雑 収 益 926,931 20,753,231

 ２　営  業  費  用

  (1) 構 築 物 保 存 費 163,769

  (2) 車 両 保 存 費 1,893,922

  (3) 運 転 費 10,003,122

  (4) 運 輸 管 理 費 6,354,503

  (5) 一 般 管 理 費 655,926

  (6) 減 価 償 却 費 1,770,256 20,841,498

　　　営  業  損　失  88,267

 ３　営 業 外 収 益

  (1) 他 会 計 負 担 金 77,762

  (2) 他 会 計 補 助 金 690,301

  (3) 国 庫 補 助 金 1,598

  (4) 府 補 助 金 8,378

  (5) 長期前受金戻入 140,187

  (6) 雑 収 益 39,223 957,449

 ４　営 業 外 費 用

(1) 支払利息及び企 31,154
　　　業債取扱諸費

(2) 雑 支 出 211,200 242,354 715,095

　　　経  常  利  益 626,828

　　　当 年 度 純 利 益 626,828

  　　前年度繰越欠損金 2,236,422

 　 　当年度未処理欠損金 1,609,594
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単位　   千円

１

(1) 

ア 12,906,617

イ 11,004,776

△7,246,766 3,758,010

ウ 1,234,950

△998,745 236,205

エ 17,878,747

△15,019,221 2,859,526

オ 5,843,847

△4,416,869 1,426,978

カ 5,449,250

△4,568,597 880,653

22,067,989

 (2)

ア 11,232

イ
70,455

81,687

(3)

ア 4,068

イ 541,818

ウ 9,000

554,886

無形固定資産合計

建 設 仮 勘 定

建 物

工 具 器 具 備 品

諸 権 利 費

建 設 仮 勘 定 合 計

有形固定資産合計

無形固定資産

電 話 加 入 権

電気通信施設利
用権●●●●●

減価償却累計額

建 物

減価償却累計額

そ の 他 構 築 物

減価償却累計額

車 両

減価償却累計額

令和5年度京都市自動車運送事業予定貸借対照表

（令和6年3月31日）

資　   産  　 の  　 部

 固  定  資  産

有形固定資産

土 地

機 械 装 置

減価償却累計額

工 具 器 具 備 品
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(4)

ア 10,000

イ 1,190,000

ウ 1,000

1,201,000

23,905,562

２

(1) 1,749,505

(2) 2,467,258

(3) 65,107

4,281,870

28,187,432

３

(1)

ア
6,896,131

6,896,131

(2)

ア 3,908,297

3,908,297

10,804,428

４

(1)

ア
1,466,231

1,466,231

(2) 1,894,961

(3) 150,000

企 業 債 合 計

未 払 金

預 り 金

固定負債合計

 流  動  負  債

企 業 債

建設改良等企業
債

引 当 金 合 計

建設改良等企業
債

企 業 債 合 計

引 当 金

退職給付引当金

流動資産合計

資 産 合 計

負     債     の     部

 固  定  負  債

企 業 債

産合計

固 定 資 産 合 計

 流  動  資  産

現 金 預 金

未 収 金

貯 蔵 品

投資その他の資
産

投 資 有 価 証 券

他 会 計 出 資 金

そ の 他 出 資 金

投資その他の資
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(4)

ア 539,592

イ
108,675

648,267

4,159,459

５ 繰  延  収  益

(1)

ア 4,964,928

△3,718,294 1,246,634

イ 1,167,574

△906,082 261,492

ウ 1,010,940

△841,708 169,232

エ 293,573

△241,016 52,557

オ 55

△52 3

カ 32

△30 2

キ 53,282

△16,383 36,899

ク 50,042

△29,502 20,540

ケ
72,622

△65,946 6,676

1,794,035

1,794,035

16,757,922

収 益 化 累 計 額

長期前受金合計

繰延収益合計

負 債 合 計

工 事 負 担 金

収 益 化 累 計 額

寄 附 金

収 益 化 累 計 額

その他資本剰余
金

府 補 助 金

収 益 化 累 計 額

向 日 市 補 助 金

収 益 化 累 計 額

長岡京市補助金

収 益 化 累 計 額

受贈財産評価額

収 益 化 累 計 額

他 会 計 補 助 金

収 益 化 累 計 額

国 庫 補 助 金

収 益 化 累 計 額

流動負債合計

長 期 前 受 金

賞 与 引 当 金

法定福利費引当
金

引 当 金 合 計

引 当 金
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６

(1) 11,075,549

11,075,549

７

(1)

ア 550,187

イ
203,390

753,577

(2)

ア 1,209,978

イ
1,609,594

399,616

353,961

11,429,510

28,187,432

建設改良積立金

当年度未処理欠
損金・・・・・

欠 損 金 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

負債資本合計

その他資本剰余
金・・・・・・

資本剰余金合計

欠 損 金

資 本 金

資 本 金 合 計

 剰  余  金

資 本 剰 余 金

受贈財産評価額

資     本     の     部

 資  本  金
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１　重要な会計方針に関する注記

　⑴　有価証券の評価基準及び評価方法

　　　その他有価証券

　　　時価のないもの　移動平均法による原価法による。

　⑵　たな卸資産の評価基準及び評価方法

　　　貯蔵品　先入先出法による原価法による。

　⑶　固定資産の減価償却方法

　　ア　有形固定資産

　　　(ｱ) 減価償却の方法　

　　　　　建物　　定額法（平成10年3月31日以前に取得したものを除く。）による。

　　　　　その他　定率法による。　　　　　　　

　　　(ｲ) 主な耐用年数

　　　　　建物　　　　　　　　　　15～50年

　　　　　構築物　　　　　　　　　10～40年

　　　　　機械装置　　　　　　 　　8～15年

　　　　　乗合自動車　　　　 　　　　　5年

　　　　　工具器具備品    　 　　  3～15年

　　イ　無形固定資産

　　　(ｱ) 減価償却の方法　定額法による。

　　　(ｲ) 主な耐用年数

　　　　　電気通信施設利用権　　　    20年

　⑷　引当金の計上方法

　　ア　退職給付引当金

　　　　職員の退職手当の支給に備えるため、各年度在籍職員に係る退職手当の期末要支給

　　　額に相当する金額をそれぞれ計上している。

　　イ　賞与引当金及び法定福利費引当金

　　　　職員の期末手当等の支払いに備えるため、各年度末における支払見込額に基づき、

　　　各年度の負担に属する額（12月から3月までの4か月分）をそれぞれ計上している。

注　　記



 24　自動車運送

　⑸　消費税及び地方消費税の会計処理

　　　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式による。

２　リース契約により使用する固定資産に関する注記

　　オペレーティング・リース取引に係る未経過リース料相当額

　1年内（令和7年度）　　    12,144千円

　1年超（令和8年度以降）　　75,352千円

　 計　　　　　　　　　　　 87,496千円

３　その他の注記

　⑴　退職給付引当金の取崩し

　　　退職手当として、令和5年度に50,720千円、令和6年度に345,851千円を支給する予

　　定のため、退職給付引当金をそれぞれ同額取り崩すこととしている。

　⑵　賞与引当金及び法定福利費引当金の取崩し

　　　期末手当等として、令和5年度に1,801,750千円、令和6年度に1,994,925千円を支払

　　う予定のため、令和5年度に賞与引当金483,604千円及び法定福利費引当金93,895千円を

　　令和6年度に賞与引当金539,592千円及び法定福利費引当金108,675千円を取り崩すことと

　　している。


